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2012年県労連賃金確定要求提出交渉

賃金カット提案は、職員が｢公務員力｣を発揮していないからか！？
「身を削る」と簡単に言うな！削られているのは、知事や副知事ではなく、現場職員だ！

県労連は10月18日、古尾谷副知事に対し、2012年賃金確定闘争要求書を提出しました。
　提出交渉の中で副知事は、「公務員力を発揮してくれれば、人件費に手をつけたくないという知事の気持ちは今も変わらない」と発言しましたが、すでに賃金カットを提案した上でのこの発言は、すなわち、「職員は公務員力を発揮していない」、「職員は一生懸命働いていない」と言ったに等しく、まずこのことに、強い怒りを持って抗議します。

自らの使命を果たしていないのは当局だ！
この3年間、当局は何をしてきた？
職員は、2009年4月から昨年3月までの2年間、経済状態の急激な悪化による財政危機に対応して賃金の3％（管理職6％）カットに協力してきました。

これは、リーマンショックに起因する急激な税収の落ち込みにより、財政再生団体に転落しかねない状況下において、緊急避難措置として協力したものです。

この時、当面の危機を回避するための職員による協力と同時に、中長期的に財政難を改善するために、その元凶である税財政構造の改革に向け、国への具体的な対応を強めることを確認しました。

しかし、この3年間、当局は何をしてきたのでしょうか？景気回復による税収増をただただ「祈り」、「だめならまた職員の賃金をカットすればいいや！」と、結局自分たちは何もせずにいたのではないでしょうか。

　それは今回の緊急財政対策の中で、「国への働きかけ」が、1ページにも満たないあっさりした表現でしかないことにも現れています。

　3年間何もしてこなかったのですから、「制度改正は時間がかかる。当面協力を」という詐欺まがいの手口はもう使えません。

危機なら新規事業の凍結を！

　また、この間の「財政再生団体転落の危機にあった過去ほど財政状況は逼迫していない」等の県労連各単組の論調を意識してか、「今回の財政危機は過去2回の危機とは違う」と発言しましたが、本当に危機ならば、まず、新規事業を凍結し、これまでのサービス水準を死守するのが真っ当なやり方です。

　当局の財政見通しでは、24年度、25年度、26年度ともに、政策的経費を
３，０００億円以上想定しています。2年間で1,600億円の不足など、政策的経費を抑制すれば生み出せる額です。

一方で、財政危機だから県民サービスを下げる、そのために職員も相応の負担をすべき、とし、他方で、内容不明の「経済のエンジンを回す」や「マグネット」、庁舎建替えに巨額の県費をつぎ込むという姿勢は、県民サービスのために、日夜｢公務員力｣を発揮している普通の職員には全く理解不能です。

全職員一丸になれるわけがない！

　副知事は発言の中で、「県職員としての誇り」と言われました。知事や副知事が言われる、県職員としての誇り、公務員力、公務員魂とは何でしょう。

　多くの職員にとっては、県民生活を支える仕事をしているという自負です。それがあるからこそ、これまでも人員削減の続く厳しい労働条件の下で、時に賃金カットをされても働き続けているのです。

　誇りある県職員は、自らの賃金カットが県民サービスを引き下げる道具にされることには耐えられません。真の財政危機の原因解決に正面から取組もうとせず、「県民のために1円でも多く交付税を取ってこよう」という気概もなく、自分のやりたいことのために「財政危機」を喧伝して県民サービスを引下げようという姿勢には、到底同調することはできません。

今期確定闘争は、単に私たちの賃金・労働条件だけでなく、表裏の問題として県民サービスがあり、自治労県職労はあらゆる手段を駆使して闘います。
～自　治　労　県　職　労～

10／22（月）　　2013年度基本要求提出交渉
基本要求重点課題・新規課題
1.賃金・諸手当について

　 eq \o\ac(○,新)50歳台後半層の昇給・昇格抑制の阻止

○給与構造改革における経過措置額は、支給対象

が解消されるまで堅持すること
 eq \o\ac(○,新)初任給の改善
○自宅に係る住居手当を堅持すること
 eq \o\ac(○,新)交通用具使用に係る通勤手当の改善
 eq \o\ac(○,新)障害のある職員については、実態に即した通勤

経路を認定すること

2.退職手当について
 eq \o\ac(○,新)退職手当の大幅な引下げを行わないこと
3.休暇制度の充実について
○子の看護休暇の看護対象を拡大すること
○臨任・非常勤職員の療養休暇の有給化
○退勤時の特別休暇制度を全職員に適用すること
4.過重労働の撲滅について
○恒常的に超過勤務が行われている職場への必要な人員配置
○予算調整について、時間外に亘ることのないよう予算調整課を指導すること
○いわゆる「調査もの」について、時期や内容の重複を避けるなど、関係部署に徹底すること
○必要な財源を確保し、時間外・休日労働への不払いを撲滅すること
5.人員配置について
○業務量の削減を上回る人員削減が行われた所属への早急な人員配置
○欠員は正規職員をもって早急に解消すること

○職業訓練指導員について、西部総合職業技術校開校までに、最低限現在の欠員を正規職員で配置するため、2013年度はさらに採用を拡大すること

○福祉職（児相・生保）について、職員の過重労働を解消できるだけの増員を行うこと

○東日本大震災被災地への人的支援は、送り出す職場に正規職員を配置すること
○メンタルヘルス不全による休職明けの一定期間については臨任職員を継続配置すること
6.災害時の備えについて
○東日本大震災の経験を踏まえた「災害発生に関する労働条件についての労使協定」の締結
 eq \o\ac(○,新)事前配備による呼出も含めて、災害対応に係る

経費の100％確保

7.労働安全衛生の確立について
 eq \o\ac(○,新)メンタルヘルス対策への産業医の積極的な関与

について、組合との協議の中で、具体化すること
 eq \o\ac(○,新)メンタルヘルス不全による療養休暇取得者・休

職者が発生した職場に対する人的配置、周囲の職
員の相談等が円滑に行えるような配慮
○リハビリ勤務中の損害保険等の加入
 eq \o\ac(○,新)自主運転する公用車について、使用する職員が危険を感じる場合は、早急に更新すること
 eq \o\ac(○,新)公用車の車両更新基準の改善
 eq \o\ac(○,新)恒常的な時間外勤務が解消されるまでの措置と

して、時間外においても冷暖房を稼働させること
○「節電対策」を実施する場合は、労働安全衛生
法令を遵守すること
○「節電対策」を実施する場合は、健常者の視点ではなく、障害のある職員・県民の利用を前提に検討すること
8.人事制度改革について
○一連の人事制度改革については、組合としては合意に至っておらず、多くの問題があるので、抜本的な見直しを行うこと
9.行政システム改革について
 eq \o\ac(○,新)トップダウンによる一方的な本庁組織の再編で

はなく、中長期的な視点のもとで、職員の意見を

反映した内容に見直すこと。機械的な小分化を見

直し、効率的かつ適正な規模の組織とすること
　 eq \o\ac(○,新)「神奈川県緊急財政対策」で示されている県有

施設や補助金・負担金のあり方については、県民

や関係団体との議論もなく、現場の声を無視した

ことは問題であり、撤回すること
○地方独立行政法人の導入や指定管理者制度の拡大等については、安易な導入等を行わないとともに、組合との事前協議を行うこと

○第三セクター等、県関連組織職員の賃金・労働条件について「県準拠」を口実に一方的な切り下げを行わず、当該の労働組合と十分協議すること

10.福利厚生について
 eq \o\ac(○,新)各庁舎の食堂等については、職員の意見を聴き、利用する職員に支障が生じない見直しとすること

 eq \o\ac(○,新)職員健康管理センターについては、職員にとって利用しやすいあり方を、自治労県職労との協議のうえ検討すること

11.臨任・非常勤、再任用職員等の賃金・労働条件の改善について
 eq \o\ac(○,新)行政補助員制度を抜本的に見直すこと、今年度末で雇用期間が満了する行政補助員の雇用を確保できる制度を早急に確立すること
○臨任・非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと
○臨時的任用職員について、次の雇用までの間の空白期間を無くすこと
○均等待遇の原則による臨任・非常勤職員の給与・報酬の抜本的な改善
12.ノーマライゼーションの推進について
 eq \o\ac(○,新)加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、

職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、

労使協議を行うこと
 eq \o\ac(○,新)障害のある職員の60歳台の雇用・職を確立すること
 eq \o\ac(○,新)災害時等に安全に避難できるよう、すべての庁舎の階段に手すりを設置すること
2012確定闘争日程

○10月22日（月）自治労県職労基本要求提出交渉
　　　　　　　　　県労連要求回答交渉
○10月24日（水）第1回幹事団交渉

○10月30日（火）県労連支部代交渉

　　　　　　　　　　自治労県職労決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～波止場会館大会議室
○11月 2 日（金）第2回幹事団交渉

○11月 5 日（月）第3回幹事団交渉

○11月 8 日（木）県労連総決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～　関内ホール
○11月 9 日（金）第4回幹事団交渉

○11月14日（水）第5回幹事団交渉

　　　　　　　　　　自治労県職労拡大評議委員会

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































